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(2) 定点調査の概要と構成 






定点調査は、大きく分けて 2 つの調査から構成されている【資料 3】。1 つは科学技術システム定
点調査であり、これは第 3 期科学技術基本計画で述べられている、科学技術システム改革の部分
に注目して行う調査で約 420 名を回答者としている。 
もう一つは分野別定点調査であり、これは第 3期科学技術基本計画で述べられている重点推進

















Part I ： 研究資金、施設・設備の整備等 （7問)
Part Ⅱ ： 人材の確保等 （28問)
Part Ⅲ ： 基礎研究 （3問)
Part Ⅳ ： イノベーションの創出 （41問)
Part Ⅴ ： 科学技術と社会 （4問)
Part I ： 研究開発人材 (12問)
Part Ⅱ ： 研究環境 (4問)
Part Ⅲ ： 研究成果の活用・イノベーション (17問)























グループ、現場グループの 3 つから構成されている。 
また、分野別定点調査についても、各分野について専門性の高い方を回答者として選ぶ必要が













◎ 阿部 博之 独立行政法人科学技術振興機構 顧問
有本 建男 独立行政法人科学技術振興機構
社会技術研究開発センター長
今成 真 三菱化学株式会社 顧問
笠見 昭信 元 株式会社東芝 副社長
茅 幸二 独立行政法人理化学研究所
次世代スーパーコンピュータ開発実施本部 副本部長
岸 輝雄 国立大学法人東京大学 名誉教授
後藤 晃 国立大学法人東京大学 名誉教授
榊 裕之 学校法人トヨタ学園豊田工業大学 教授
榊原 清則 学校法人慶應義塾大学総合政策学部 教授
中馬 宏之 国立大学法人一橋大学イノベーション研究センター 教授
橋本 和仁 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科 教授
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 (2) 研究開発資金の状況 
つぎに、研究資金の状況に注目する。【資料 15】に示したのは、科学技術に関する政府予算の
状況である。2006 年度は指数 4 付近あったが、徐々に値が減少している。2009 年度調査では、指
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(6) 科学技術システムの状況変化  
最後に第 3 期科学技術基本計画中の科学技術システムの状況変化を【資料 30】にまとめる。こ
こでは、科学技術システム定点調査の質問を女性研究者の状況、情報発信などの項目に分類し、
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2001年        博士（工学）取得 筑波大学大学院工学研究科  
2001年        株式会社富士総合研究所研究員 
2002年        文部科学省科学技術政策研究所 研究員 
2005年            同                 主任研究官 
2005年        経済協力開発機構に出向 
2007年～      文部科学省科学技術政策研究所 主任研究官 
（現在に至る） 








1988年        上智大学大学院理工学研究科（物理学専攻）博士前  
期課程修了 
1988年        日本科学技術情報センター 
1989年～1996年 科学技術庁科学技術政策研究所研究員  
               1996年～2006年 同研究所 主任研究官 
               2006年～      同研究所 基盤調査研究室長 （現在に至る） 
(この間) 
               1992年～1993年 東京大学大学院総合文化研究科研究員  
               1995年         欧州委員会未来技術研究所（IPTS）滞在研究員 




   NISTEP REPORT No. 136 科学技術の状況に係る総合的意識調査(定点調査 2009)総合 
報告書 
   http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep136j/pdf/rep136j.pdf 
 
NISTEP REPORT No. 137 科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識
定点調査(科学技術システム定点調査 2009) 
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NISTEP REPORT No. 138 科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査
(分野別定点調査 2009) 



























































































































































































































Science, technology and innovation (FARHORIZON, INFU, SESTI)
Participative horizon scanning (CIVISTI)
Wild cards and weak signals (IKNOW)
Security and defence (SANDERA)
The World and Europe in 2030 (AUGUR)
European Foresight Platform (EFP)
The future of the Mediterranean area (MEDPRO)
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政策策定支援のための予測活動














































UNIDO : United Nations Industrial Development Organization
（国際連合工業開発機関）
Technology Foresight Training Programme 2008-09
Module 1: for Organizers, Gebze (Turkey) on 3-7 November 2008 
Module 2: for Practitioners: A Specialized Course on Roadmapping, 
Prague (Czech Republic) on 17-21 November 2008; 
Module 3: for Decision-Makers, Seville (Spain) on 14-15 October 2008 
and  Budapest (Hungary) on 2-3 December 2008 
Module 4: for Corporations, Bratislava (Slovak Republic) on 27-30 October 2009 













NISTEP Fellowship Program: Spring Short Course 2006 （2006.3）
NISTEP Fellowship Program: Spring Short Course 2007 （2007.3）
NISTEP Fellowship Program: Spring Short Course 2008 （2008.3）
NISTEP Fellowship Program: Spring Short Course 2009 （2009.3）
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































NISTEP REPORT No.145  
科学技術の将来社会への貢献に向けて －第９回予測調査総合レポート－ 
  http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep145j/idx145j.htm 
NISTEP REPORT No.140  
将来社会を支える科学技術の予測調査  第９回デルファイ調査  
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep140j/idx140j.html  
NISTEP REPORT No.141 
 将来社会を支える科学技術の予測調査  科学技術が貢献する将来へのシナリオ 
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep141j/idx141j.html 
NISTEP REPORT No.142  
将来社会を支える科学技術の予測調査  地域が目指す持続可能な近未来  
































































     第１調査研究グループ 
 茶山 秀一 
 
1 はじめに 
科学技術政策研究所は、2010年 12月までに NISTEP REPORT を 144冊刊行しているが、その
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有識者420名 同一集団に同一アンケートを毎年実施 NISTEP REPORT No.136
 
 



























































































































































































ける人数しか議論に使えなかった。NISTEP では、分野別、性別、年齢別等の人数を 2004 年度か
ら継続的な悉皆調査によって調べてきた。また、ポストドクターの研究・生活実態、進路動向につい
て、アンケートやインタビューによる抽出調査を実施した。さらに、ポストドクターの採用前後の職を
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2004年度実績 2005年度実績 2006年度実績 2007年度実績 2008年度実績
（人）
 経済的支援を受ける博士課程学生は増加しているが、年額60万円以下の者が多い。











































































































































































































































2.5% 2.4% 2.4% 1.9% 5.5%
2.8%
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1,143 132.8 6.7 5.0
5 550.8 145.2 26.4
24 105.9 24.6 23.3
69 26.1 5.4 20.7
40 59.1 10.0 16.9
43 115.8 17.8 15.4
14 101.4 12.6 12.5
65 94.3 9.5 10.1
1億円以上10億円未満 468 20.1 1.0 4.7
10億円以上100億円未満 446 62.5 3.4 5.5














































1,305 203 15.6% 1,305 197 15.1%
6 2 33.3% 6 3 50.0%
4 2 50.0% 4 2 50.0%
48 21 43.8% 48 18 37.5%
24 8 33.3% 24 9 37.5%
74 20 27.0% 74 24 32.4%
35 8 22.9% 35 10 28.6%
8 2 25.0% 8 2 25.0%
12 2 16.7% 12 3 25.0%
8 2 25.0% 8 － －
13 3 23.1% 13 3 23.1%
43 10 23.3% 43 6 14.0%
41 11 26.8% 41 9 22.0%
55 11 20.0% 55 12 21.8%
1億円以上10億円未満 525 29 5.5% 525 29 5.5%
10億円以上100億円未満 496 60 12.1% 496 54 10.9%
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平均年齢 年齢層 昇進確率 平均年齢 年齢層 昇進確率 職階 平均年齢 年齢層 昇進確率
56- 786,113 56- 782,777 56- 867,454 ＊
48-52 828,649 ○ 52-56 767,641 ● 52-56 793,143 ◎
部 長 51.5 48-52 728,832 ○ 5.3% 51.0 48-52 692,505 ◎ 4.0%
部 次 長 49.0 48-52 696,843 ◎ 7.0% 49.6 48-52 690,601 ◎ 5.1%
課 長 46.9 44-48 599,919 ◎ 16.8% 47.0 44-48 562,763 ◎ 15.3% 44-48 553,644 ▽
課長代理 43.5 40-44 499,737 ◎ 19.7% 44.3 40-44 446,967 ○ 17.4% 40-44 503,573 ◎
係 長 41.5 40-44 423,682 ◎ 28.3% 41.4 40-44 415,987 ◎ 27.7% 主任研究員 42.6 40-44 504,435 ◎ 26.0%
主 任 38.4 36-40 368,358 ◎ 36.0% 38.7 36-40 370,092 ◎ 38.3% 36-40 380,975 ▽
32-36 309,998 32-36 304,292 32-36 341,906
28-32 272,906 ◎ 28-32 271,880 ◎ 28-32 298,273 ○
24-28 235,254 24-28 239,098 24-28 255,269
20-24 216,899 20-24 215,544 20-24 195,344






51.5 0.2% 53.4 0.2% 0.5%
研 究 部
( 課 ） 長
48.4 48-52 651,849 ◎ 11.2%
研 究 所 長 51.9
研 究 室
（ 係 ） 長
42.4
研 究 員 34.0
17.0%





































事務職 ¥344,918 ¥4,139,013 ¥157,282,494
技術職 ¥342,525 ¥4,110,301 ¥156,191,438 ¥147,970,836 36年














































2004年度実績 2005年度実績 2006年度実績 2007年度実績 2008年度実績
（人）
 ポストドクター等は2008年度実績で約18000人。
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男女比率を見ると、おおむね男性３、女性１の割合になり、年齢層が高いほうが、女性の比率が
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任期については、2007 年度に割当法によりポストドクター等の 1 割を抽出した調査（以下「2007
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給与・収入については、2007 年度調査で、工学系で約 33 万円、人文社会科学系で 21 万円、

















































研究員 24-28歳 307,800円 28-32歳 347,839円 （含 時間外手当、通勤手当。除賞与）








































































































































































博士課程修了者 全大学 理工農保 2002-2006年度修了者 一般学生（留学生、社会人学生を除く）









































































































































































































1991年度 1994年度 平均 2003年度 2006年度 平均 長期的増減
A B B-A
8,603 8,922 8,763 10,535 11,528 11,032 2,269
306 261 284 165 173 169 -115
2,353 2,294 2,324 2,212 2,229 2,221 -103
30    〃    35    〃 3,075 3,008 3,042 3,272 3,503 3,388 346
35    〃    40    〃 1,418 1,683 1,551 2,104 2,332 2,218 668
40    〃    45    〃 516 568 542 1,026 1,115 1,071 529
45    〃    50    〃 224 338 281 512 684 598 317
50    〃    55    〃 183 237 210 408 454 431 221
55    〃    60    〃 187 221 204 370 451 411 207
60    〃    65    〃 238 197 217.5 302 372 337 120
103 115 109 164 215 190 81
34.8 35.4 35.1 37.1 37.7 37.4 2.3
5,734 5,563 5,649 5,649 5,905 5,777 129
66.7% 62.4% 64.5% 53.6% 51.2% 52.4% -12.1%
7,152 7,246 7,199 7,753 8,237 7,995 796



















































1,305 55 4.2% 1,305 60 4.6%
6 2 33.3% 6 2 33.3%
8 1 12.5% 8 2 25.0%
4 － － 4 1 25.0%
24 4 16.7% 24 4 16.7%
41 5 12.2% 41 5 12.2%
35 1 2.9% 35 4 11.4%
55 5 9.1% 55 6 10.9%
48 5 10.4% 48 2 4.2%
1億円以上10億円未満 525 3 0.6% 525 8 1.5%
10億円以上100億円未満 496 19 3.8% 496 14 2.8%

























































































































































































































































国内, 44,149 , 73%
アメリカ合衆国, 737 ,
1.2%
ドイツ, 83 , 0.1%




韓国, 27 , 0.0%
タイ, 7, 0.0%
ロシア, 4, 0.0%
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海外経験なし ( N=8,539 ) 海外経験あり ( N=830 )
 海外で本務経験のある者は、英語論文、国際共著（英語）論文の数が多い。









































(5,664, 2,315 , 590)
英語論文
(5689,  2363,  594)
英語論文のうち国際共著
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理学 ４６％増加 30.3%  ３％減少 -3.2％ 　8%減少
工学 ７５％増加 23.2% １３％増加 21.0% ７９％増加
農学 ６５％増加 10.2%   ２％減少 -0.9% ６１％増加
























































































































































































 経歴  
1998年      国際基督教大学教学部社会科学科卒業  
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際比較が可能となっている【資料 1】。特に EU 加盟国では 1993 年に第 1 回が実施されて以来、こ























- 99 - 


































                            
1本章で扱う内容は【資料 4】の３つのレポートと関連する。 
【資料 2】 
- 100 - 
イノベーションの定義（２）
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- 102 - 
【資料 6】の図 9-1は我が国および、比較可能なＥＵ諸国におけるイノベーションの実現割合であ
る。我が国のイノベーションの実現割合は１４カ国中１１位の３４.２％となっている2。同様にプロダク


































































































全企業 中小規模 大規模 製造業 サービス業























全企業 中小規模 大規模 製造業 サービス業
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- 107 - 
プロダクト・イノベーションを創出する要因の二番目として挙げた知識源について、画期的なプロ


















































































































































































































































全企業 中小規模 大規模 製造業 サービス業

















































































- 109 - 
以上のことを踏まえ、公的助成を受けた実績の有無とプロダクト・イノベーションのアウトカムの関
係を見ていく。まず、公的助成の有無とプロダクト・イノベーションが生み出した売上高の関係を表し


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1993年      東京大学経済学部経済学科卒業 
1995年        東京大学大学院経済学研究科修士号取得  
2000年      ノースウェスタン大学PhD取得 
2000年      ブリティッシュ・コロンビア大学商学・  
経営学部助教授 
2003年      東京大学大学院経済学研究科 助教授 
2007年      同 准教授 
2007年      第１研究グループ客員総括研究官（現在に至る） 
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